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財政状態及び経営成績の分析

業績分析

■ 売上高
　2013年度（2014年3月期）においては、新興国の経済成
長が鈍化した一方、先進国を中心として経済に回復の動きが
見られる中、世界経済は緩やかに回復しました。国内では、株
高による消費マインドの改善などを背景に個人消費が増加
する中、設備投資にも改善の動きが見られるなど経済は回復
しました。海外では、米国経済は好調な個人消費を背景とし
て回復基調が続き、欧州経済においても後退局面から回復
の動きが見られた一方、中国をはじめとした新興国において
は内需が低迷する中で経済成長は鈍化しました。
　当社グループでは、LMガイドをはじめとした当社製品の市
場を拡大すべく、「グローバル展開」と「新規分野への展開」を
成長戦略の柱として掲げています。さらに、リーマンショックを
契機として新たな成長ドライバーが生まれる中、これら需要
を取り込むべく成長戦略を加速させています。とりわけ新興
国においては先進国より高い経済成長を背景として今後も機
械需要の増加、さらにはFA（Factory Automation）の進展
が見込まれます。そのような中、中国では販売、生産、開発体
制を強化するとともに、インド・アセアン地域においても販売
網を拡充するなど、将来の成長に向けた投資を積極的に行っ
ています。また、先進国においては、電動化の進展や災害対策
意識の高まりなどを背景として、消費財分野においても当社

製品の需要の拡大が見込まれる中、直動システムをはじめと
した当社製品の採用拡大を図るなど、新たな市場の開拓によ
り一層注力しています。当連結会計年度においては、エレクト
ロニクス関連の需要に緩やかな回復が見られる中、これまで
に強化してきた事業体制を活かして積極的な拡販に努めまし
た。それらに加え、為替が前期に比べて円安で推移したことな
どにより、連結売上高は前期に比べて170億99百万円

（10.2％）増加し1,854億66百万円となりました。

■ 売上原価
　コスト面では、経営基盤の強化に向けた部門横断プロジェ
クト「P25プロジェクト」をはじめとした各種改善活動が固定
費の効率化並びに変動費比率の低下に寄与したことなどに
より、売上高原価率は前期に比べて2.2ポイント低下し
71.5％となりました。

■ 販売費及び一般管理費
　販売費及び一般管理費については、売上高の増加に加え、
将来に向けた研究開発活動の強化に伴い研究開発費が増加
したことなどにより、前期に比べて29億27百万円(9.0％)増
加し355億33百万円となりました。一方、売上高が増加する
中でも各種費用の抑制や業務の効率化に努めたことなどに
より、売上高に対する比率は前期に比べて0.2ポイント低下
し19.2％となりました。
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■ 営業利益
　これらの結果、営業利益は前期に比べて56億77百万円

（48.6％）増加し173億70百万円となり、売上高営業利益率
は9.4％となりました。

■ 営業外損益
　営業外損益では、営業外収益は、為替差益が51億93百万
円となったことに加え、持分法による投資利益が5億22百万
円となったことなどにより、76億11百万円となりました。営
業外費用は、主に支払利息が8億１百万円となったことなど
により、13億62百万円となりました。

■ 経常利益、当期純利益
　これらの結果、経常利益は前期に比べて88億53百万円

（60.0％）増加し236億18百万円、当期純利益は57億82
百万円（59.0％）増加し155億90百万円となりました。

所在地別セグメントの状況

日本
　日本では、株高による消費マインドの改善などを背景に個
人消費が増加する中、設備投資にも改善の動きが見られるな
ど経済は回復しました。当社においては、前半は、夏場にエレ
クトロニクス向けの需要が調整したことに加え、その他需要
が前期に比べて低位に推移しましたが、後半になって工作機
械やエレクトロニクス向けなど全般的に需要に回復の動きが
見られました。そのような中、積極的な営業活動を展開すると
ともに免震・制震装置など新たな市場の開拓に努めたことな
どにより、売上高は前期に比べて4億30百万円（0.4％）増加
し1,074億36百万円となりました。また、経営基盤の強化に
向けた部門横断プロジェクト「P25プロジェクト」をはじめと
した各種改善活動が固定費の効率化並びに変動費比率の
低下に寄与したことに加え、為替が前期に比べて円安で推移
したことなどにより、セグメント利益（営業利益）は前期に比
べて48億58百万円（42.0％）増加し164億34百万円となり
ました。

米州
　米州では、好調な個人消費を背景に自動車生産が増加し
設備投資の増加が続く中、製販一体となって既存顧客との
取引拡大並びに医療機器や航空機、エネルギー関連など新
規分野の開拓に努めました。それらの結果、エレクトロニク
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スや輸送用機器向けなどにおいて売上高を増加させること
ができ、さらに為替が前期に比べて円安で推移したことなど
により、売上高は前期に比べて63億9百万円（28.3％）増加
し286億18百万円、セグメント利益（営業利益）は前期に比
べて1億55百万円（15.4％）増加し11億66百万円となりま
した。

欧州
　欧州では、これまで後退局面が続いていた経済に持ち直し
の動きが見られる中、製販一体となって既存顧客との取引拡
大並びに医療機器や航空機、エネルギー関連など新規分野
を開拓すべく積極的な営業活動を展開しました。それらに加
え、為替が前期に比べて円安で推移したことなどにより、売上
高は前期に比べて32億29百万円（21.4％）増加し182億
92百万円、セグメント利益（営業利益）は前期に比べて5億
58百万円増加し1億80百万円となり、黒字転換しました。

中国
　中国では、自動車生産は引き続き好調に推移した一方、経
済成長は以前の高い伸びと比べて鈍化しました。当社におい
ては、スマートフォンやタブレットPCなどに関わる投資に牽
引され、小型の工作機械向けなど一部の需要に改善の動き
が見られました。そのような中、これまで強化してきた販売網
を活かし積極的な営業活動を展開した結果、一般機械や輸
送用機器など幅広い向け先において売上高を増加させるこ

とができ、売上高は前期に比べて64億30百万円（47.9％）
増加し198億57百万円となりました。一方、将来の成長に
向けた積極的な投資などにより、セグメント損益（営業損益）
は前期に比べて2億79百万円減少し6億14百万円の損失
となりました。

その他
　その他では、台湾やインド・アセアン地域において、スマー
トフォンやタブレットPCに関わる投資に牽引され、小型の工
作機械向けなど一部の需要に改善の動きが見られる中、既
存顧客との取引拡大並びに新規顧客を開拓すべく積極的な
営業活動を展開しました。それらに加え、為替が前期に比べ
て円安で推移したことなどにより、売上高は前期に比べて7
億円（6.6％）増加し112億61百万円、セグメント利益（営業
利益）は前期に比べて3億85百万円（132.5％）増加し6億
76百万円となりました。
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財政状態

■ 資産、負債、純資産の状況
資産
　流動資産は、前期末に比べて339億49百万円増加の
2,278億90百万円となりました。現金及び預金はフリー
キャッシュフローや換算差額などにより223億75百万円増
加したことに加え、売上高の増加に伴い売上債権が64億40
百万円増加し、棚卸資産も46億66百万円増加しました。
固定資産は、前期末に比べて93億21百万円増加し1,085
億26百万円となりました。設備投資が88億87百万円、減価
償却費が108億43百万円となったほか、外貨建て資産の換
算などにより有形固定資産が71億41百万円増加しました。
さらに、無形固定資産が14億45百万円増加したことなどが
主な要因です。

負債
　負債は、前期末に比べて101億80百万円増加し、1,142
億67百万円となりました。売上高の増加に伴い仕入債務が
45億65百万円増加したほか、未払法人税等が36億31百万
円増加したことが主な要因です。また、借入金200億円を返
済したほか、社債100億円の償還期限が１年以内となったた
め固定負債から流動負債に振り替わっています。

純資産
　純資産は、前期末に比べて330億90百万円増加し、
2,221億48百万円となりました。当期純利益が155億90
百万円になったことに加え、為替換算調整勘定が前期末に
比べて200億61百万円増加したことが主な要因です。

■ キャッシュ・フローの状況
　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期
純利益240億4百万円、減価償却費111億1百万円、売上債
権の増加38億10百万円、たな卸資産の増加14億78百万
円、仕入債務の増加19億75百万円などにより、236億64
百万円のキャッシュ・イン（前期は203億95百万円のキャッ
シュ・イン）となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取
得により95億53百万円のキャッシュ・アウト（前期は152億
84百万円のキャッシュ・アウト）となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払い
により27億90百万円のキャッシュ・アウト（前期は53億87
百万円のキャッシュ・アウト）となりました。なお、社債200億円
を発行した一方、長期借入金200億円を返済しております。
　その他、換算差額により、当期末における現金及び現金同
等物の残高は、前期末に比べて223億75百万円増加し、
1,383億43百万円となりました。
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　当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可
能性のあるリスクや不確定な要因には以下のようなものがあ
りますが、これらに限定されるものではありません。
　なお、本項に含まれる将来に関する事項につきましては、
2014年6月23日現在において、当社グループが判断したも
のです。

直動システムへの依存体質について
　当社グループは、LMガイド（直線運動案内）を中心とする
直動システムの製造・販売を主たる事業としており、売上高
の大部分を直動システムの販売に依存し、今後しばらくはこ
うした状況が続くことが予想されます。しかしながら、予想し
難い技術革新によって、当社製品が機械要素部品たる地位
を失うに至った場合には、当社グループの経営成績及び財
政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定産業界における生産動向の変化から受ける影響について
　当社グループは、LMガイドやボールねじなどの機械要素部
品と、リンクボールやサスペンションボールジョイントなどの輸
送用機器要素部品を製造・販売しており、工作機械や一般機
械、半導体製造装置をはじめとする産業用機械メーカーと輸
送用機器メーカーが主要顧客です。当社グループでは、グロー
バル展開及び新規分野への展開によりビジネス領域の拡大に
努めていますが、現状においては、当社グループの業績は主要
顧客である工作機械、一般機械、半導体製造装置、輸送用機
器などの産業界における生産動向に影響を受けています。
　従って、将来において特定の産業界における生産の落ち込
みなどが発生した場合、当社グループの経営成績及び財政
状態が悪影響を受けるおそれがあります。

海外事業の拡張について
　当社グループは、米州、欧州、アジア他に製造・販売拠点を
有していますが、当社グループの製品を製造・販売している
各国の景気後退や、それに伴う当社製品における需要の縮
小、あるいは各国における予期せぬ法規制などの変更によ
り、当社グループの経営成績及び財政状態が悪影響を受け
るおそれがあります。

為替レートの変動について
　当社グループは、事業の一部を外貨建てで行っており、先
物為替予約などにより為替リスクのヘッジに努めています。
しかしながら、為替レートに予期せぬ大きな変動が生じた場
合、当社グループの経営成績及び財政状態が悪影響を受け
るおそれがあります。

特定供給元への依存について
　当社グループは、原材料・部品の一部をグループ外の供給
元から調達しています。従って、供給元において生産能力の
低下や自然災害、不慮の事故などにより原材料・部品の不足
が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態が悪
影響を受けるおそれがあります。

品質不適合の発生について
　当社グループの製品は、工作機械、産業用ロボット、半導
体製造装置などの産業用機械から、自動車、免震・制震装置、
医療機器、アミューズメント機器、航空機などの民生品分野
にも採用が拡がっています。
　そのような中、当社グループはあらゆる市場に適合する高
い品質保証体制の構築に努めていますが、一部の市場での
不適合が発生した場合、多大な費用の発生や社会的信用の
低下などにより、経営成績及び財政状態が悪影響を受ける
おそれがあります。

情報セキュリティについて
　当社グループは、事業を行うにあたり、当社グループ及び
顧客・取引先などについての個人情報及び事業に関連する
営業秘密を保有しています。当社グループでは、これらの情
報の厳格な管理に努めていますが、コンピュータウィルスや
情報システムの不具合などにより情報が流出した場合には、
当社グループに対する信頼低下に繋がり、当社グループの経
営成績及び財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

災害・テロ・感染症などについて
　当社グループは、日本国内はもとより、米州、欧州、アジア
他に製造・販売拠点を有していますが、これらの事業拠点に
おいて、地震・火災などの災害やテロ攻撃・戦争による政情
不安または感染症蔓延などによる被害を受けた場合には、当
社グループの経営成績及び財政状態が悪影響を受けるおそ
れがあります。

原材料価格の高騰
　原油高の影響、原材料供給国の社会情勢、新興国におけ
る需要の高まりなどを背景として原材料価格が予期せぬ高
騰を示した場合に、当社製品の製造原価も高騰することにな
り、当社グループの経営成績及び財政状態が悪影響を受け
るおそれがあります。

リスク要因
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連結貸借対照表
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連結損益計算書
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連結包括利益計算書
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連結株主資本等変動計算書
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連結キャッシュ・フロー計算書
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36ページから47ページは有価証券報告書の一部を抜粋して掲載したものです。
注記情報を含めた有価証券報告書の全文は、金融庁が運営するEDINET（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）及び当社
ホームページ (http://www.thk.com/jp/) にてご覧頂くことができます。
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